
 

 

・今回の計画敷地は第一種低層住居専用地域という地域です。 
この第一種低層住居専用地域という地域は、建築基準法第４８条により建築できる

用途が制限されています。  
・第一種低層住居専用地域に建築できる建築物は、法別表第２（い）に書かれてい

る１号から１０号の用途の建築物のみであり、低層の一般住宅のほか、日常生活

に必要な一定の店舗併用住宅、公共公益上必要な施設に限られております。  
・つまり、この法別表第２（い）に記載のない用途の建築物については、原則的に

建築できないということになります。  
・今回の計画建物の用途は久喜あおば幼稚園の園児運動場用に設ける便所でありま

して、この表の中には、その用途がございません。つまり原則的には建築できな

いということになります。  
・ただし、特定行政庁が、良好な住居の環境を害するおそれがないと認めて許可し

た場合には建築できることになります。  
・この許可にあたっては、建築基準法第４８条第１４項の規定により、「あらかじめ、

その許可に利害関係を有する者の出頭を求めて公開による意見の聴取を行い、か

つ、建築審査会の同意を得なければならない。」とされており、意見の聴取を１月

１２日に行ったところですので、今回建築審査会に付議したものです。 

建築基準法第 48条第 1項ただし書き許可について 資料２ 
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○建築基準法 

（用途地域等）  

第四十八条  第一種低層住居専用地域内においては、別表第二(い)項に掲げる建築物以外の建築物は、

建築してはならない。ただし、特定行政庁が第一種低層住居専用地域における良好な住居の環境を害す

るおそれがないと認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可した場合においては、この限りでない。  

２～１３ 【略】 

１４  特定行政庁は、前各項のただし書の規定による許可をする場合においては、あらかじめ、その許可に

利害関係を有する者の出頭を求めて公開による意見の聴取を行い、かつ、建築審査会の同意を得なけ

ればならない。ただし、前各項のただし書の規定による許可を受けた建築物の増築、改築又は移転（これ

らのうち、政令で定める場合に限る。）について許可をする場合においては、この限りでない。  

１５  特定行政庁は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、その許可しようとする建築物

の建築の計画並びに意見の聴取の期日及び場所を期日の三日前までに公告しなければならない。  
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別表第二 用途地域等内の建築物の制限（第二十七条、第四十八条、第六十八条の三関係）  

（い） 第一種低層住居専用

地域内に建築するこ

とができる建築物 

一 住宅 

二 住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるもののうち政令

で定めるもの → 【施行令第 130条の 3】 

三 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

四 学校（大学、高等専門学校、専修学校及び各種学校を除く。）、図書館そ

の他これらに類するもの 

五 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

六 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの 

七 公衆浴場（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

二十三年法律第百二十二号）第二条第六項第一号に該当する営業（以下こ

の表において「個室付浴場業」という。）に係るものを除く。） 

八 診療所 

九 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する政令で定める公益上必

要な建築物 → 【施行令第 130条の 4】 

十 前各号の建築物に附属するもの（政令で定めるものを除く。） → 【施

行令第 130条の 5】  
○建築基準法施行令 

（第一種低層住居専用地域内に建築することができる兼用住宅）  

第百三十条の三  法別表第二(い)項第二号（法第八十七条第二項 又は第三項 において法第四十八条

第一項 の規定を準用する場合を含む。）の規定により政令で定める住宅は、延べ面積の二分の一以上

を居住の用に供し、かつ、次の各号の一に掲げる用途を兼ねるもの（これらの用途に供する部分の床面

積の合計が五十平方メートルを超えるものを除く。）とする。  

一  事務所（汚物運搬用自動車、危険物運搬用自動車その他これらに類する自動車で国土交通大臣の指

定するもののための駐車施設を同一敷地内に設けて業務を運営するものを除く。）  

二  日用品の販売を主たる目的とする店舗又は食堂若しくは喫茶店  
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三  理髪店、美容院、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、貸本屋その他これらに類するサービス業を営

む店舗  

四  洋服店、畳屋、建具屋、自転車店、家庭電気器具店その他これらに類するサービス業を営む店舗（原

動機を使用する場合にあつては、その出力の合計が〇・七五キロワット以下のものに限る。）  

五  自家販売のために食品製造業（食品加工業を含む。第百三十条の五の二第四号及び第百三十条の

六において同じ。）を営むパン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに類するもの（原動機を使用する

場合にあつては、その出力の合計が〇・七五キロワット以下のものに限る。）  

六  学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類する施設  

七  美術品又は工芸品を製作するためのアトリエ又は工房（原動機を使用する場合にあつては、その出力

の合計が〇・七五キロワット以下のものに限る。）  

 

（第一種低層住居専用地域内に建築することができる公益上必要な建築物）  

第百三十条の四  法別表第二(い)項第九号（法第八十七条第二項 又は第三項 において法第四十八条

第一項 の規定を準用する場合を含む。）の規定により政令で定める公益上必要な建築物は、次に掲げ

るものとする。  

一  郵便法 （昭和二十二年法律第百六十五号）の規定により行う郵便の業務の用に供する施設で延べ面

積が五百平方メートル以内のもの  

二  地方公共団体の支庁又は支所の用に供する建築物、老人福祉センター、児童厚生施設その他これら

に類するもので延べ面積が六百平方メートル以内のもの  

三  近隣に居住する者の利用に供する公園に設けられる公衆便所又は休憩所  

四  路線バスの停留所の上家  

五  次のイからチまでのいずれかに掲げる施設である建築物で国土交通大臣が指定するもの 

イ 電気通信事業法 （昭和五十九年法律第八十六号）第百二十条第一項 に規定する認定電気通信事業

者が同項 に規定する認定電気通信事業の用に供する施設 

ロ 電気事業法 （昭和三十九年法律第百七十号）第二条第一項第九号 に規定する電気事業（同項第七

号 に規定する特定規模電気事業を除く。）の用に供する施設 

ハ ガス事業法第二条第一項 に規定する一般ガス事業又は同条第三項 に規定する簡易ガス事業の用

に供する施設 
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ニ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第二条第三項 に規定する液化石油ガス

販売事業の用に供する施設 

ホ 水道法第三条第二項 に規定する水道事業の用に供する施設 

ヘ 下水道法第二条第三号 に規定する公共下水道の用に供する施設 

ト 都市高速鉄道の用に供する施設 

チ 熱供給事業法 （昭和四十七年法律第八十八号）第二条第二項 に規定する熱供給事業の用に供する

施設 

 

（第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域内に建築してはならない附属建築物）  

第百三十条の五  法別表第二(い)項第十号及び(ろ)項第三号（法第八十七条第二項 又は第三項 におい

て法第四十八条第一項 及び第二項 の規定を準用する場合を含む。）の規定により政令で定める建築

物は、次に掲げるものとする。  

一  自動車車庫で当該自動車車庫の床面積の合計に同一敷地内にある建築物に附属する自動車車庫の

用途に供する工作物の築造面積（当該築造面積が五十平方メートル以下である場合には、その値を減じ

た値）を加えた値が六百平方メートル（同一敷地内にある建築物（自動車車庫の用途に供する部分を除

く。）の延べ面積の合計が六百平方メートル以下の場合においては、当該延べ面積の合計）を超えるもの

（次号に掲げるものを除く。）  

二  公告対象区域内の建築物に附属する自動車車庫で次のイ又はロのいずれかに該当するもの 

イ 自動車車庫の床面積の合計に同一敷地内にある建築物に附属する自動車車庫の用途に供する工作

物の築造面積を加えた値が二千平方メートルを超えるもの 

ロ 自動車車庫の床面積の合計に同一公告対象区域内にある建築物に附属する他の自動車車庫の床面

積の合計及び当該公告対象区域内にある建築物に附属する自動車車庫の用途に供する工作物の築造

面積を加えた値が、当該公告対象区域内の敷地ごとに前号の規定により算定される自動車車庫の床面

積の合計の上限の値を合算した値を超えるもの 

三  自動車車庫で二階以上の部分にあるもの  

四  床面積の合計が十五平方メートルを超える畜舎  

五  法別表第二(と)項第四号に掲げるもの   
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